














































































































































































第一章　個人 第二章　家 第三章　社会 第四章　国家
一　　人格の尊厳 一　　和合 一　　公徳心 一　　国家
二　　自由 二　　夫婦 二　　相互扶助 二　　国家と個人
三　　責任 三　　親子 三　　規律 三　　伝統と創造
四　　愛 四　　兄弟姉妹 四　　たしなみと礼儀 四　　国家の文化
五　　良心 五　　しつけ 五　　性道徳 五　　国家の道議
































































































































































































































































































































































1953 6 中央教育審議会委員就任 社会科の改訂の動き
1953 8
中央教育審議会「社会科教育の改善
に関する答申」…「基本的人権の尊
重を中心とする民主的道徳、とある
の意味は、民主的道徳の中心は人格
の尊重、ひいては社会公共への奉仕
にあるとの意味に理解すべきである
から、これが実施に当たっては、そ
の趣旨に沿い遺漏のないよう努める
こと」
1953 8
文部省「社会科の改善についての方
策」「社会公共のために尽くすべき
個人の立場や役割を自覚し、国を愛
する心情を養う」
1953 10.5
池田・ロバートソン会談「日本政府
は教育および広報によって日本に愛
国心と自衛のための自発的精神が成
長するような空気を助長することに
第一の責任をもつものである。」
1953 12
自由党の小冊子「教育上の当面の諸
問題」科学と道徳とを切り離して対
立するものとして捉える。
1955 2
安藤文相「日本国憲法における天皇
の地位を明らかにすることと、国民
の祝日についての認識を深める」こ
とに留意した、と談話
1955
中央教育審議会長～63（４
期）
学習指導要領社会科編が改訂され
る。（安藤社会科）
1957 7
自民党政策審議会「民族精神の涵養
と国民道義の高揚」を強調した「文
教政策大綱」を発表。
57
天野貞祐の道徳教育論の展開と課題
1957 7～8
岸内閣の松永文相、「来年度から
小・中学校に道徳教育のための教科
を特設したい」と記者会見にて言
明。教育課程審議会に諮問
1957 7
教育課程審議会、４回の審議で道徳
教育のための時間特設を決定
1958 3.15
教育課程審議会答申「小学校・中学
校教育課程の改善について」
1958 3.18
文部省「小学校『道徳』実施要綱」「中
学校『道徳』実施要綱」にもとづき、
1958、４月から「道徳」の時間を
特設するよう、事務次官通達を発し
た。
1958 4.28
「道徳」特設　学校教育法施行規則
の一部改正、小・中学校の教育課程
に「道徳」という領域を設ける。学
習指導要領の全面告示に先駆けて
「小学校学習指導要領道徳編」「中学
校学習指導要領道徳編」を単独告示
した。
1963
ここまで中央教育審議会会
長を務める。
教育課程審議会答申「学校における
道徳教育の充実方策について」
1964
中央教育審議会委員 「道徳の指導資料Ⅰ～Ⅲ集」各学年
別に三カ年で発行
1966 10.31
「期待される人間像」中央教育審議
会答申…（９）
１正しい愛国心をもつこと
２象徴に敬愛の念をもつこと
1967 12
佐藤栄作首相所信表明演説　「国民
がみずからの手で国を守る気概をも
つこと」を強調
1968 4
小・中学校学習指導要領「天皇への
敬愛と結びついた愛国心」道徳教育
の内容の一つとして「宗教的情操」
1975 「道徳教育協同推進校」制度の発足
1976 12
教育課程審議会答申「人間性豊かな
児童生徒を育てること」
1977 7
学習指導要領改訂「自然愛、美に対
する感動、崇高なものにこたえる心
にかかわる内容」を重点化
1980 3.6 天野没　享年96
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1981 9
防衛白書「真の愛国心は国家の危急
に際し、力を合わせて国を守るとい
う熱意となって現れるもの」
1987 8.7
臨教審答申「世界の中の日本人」
「平和的な国家および社会の形成者
としての国民」
2006 12.22
教育基本法改正　第２条第５号　
「伝統と文化を尊重し、それらをは
ぐくんできた我が国と郷土を愛する
とともに、他国を尊重し、国際社会
の平和と発展に寄与する態度を養
う。」
１ 天野貞祐は1884年，神奈川県津久井郡島屋村に生まれた。カントの『純粋理性批判』
を翻訳。文学博士。第七高等学校ドイツ語講師，京都帝国大学哲学科助教授，教授を
歴任し，定年退職後は甲南高校長を経て，阿部能成が第一次吉田内閣の文部大臣に就
任する後を受け，第一高等学校長となった。しかし，第一高等学校を新制大学にし，
東大を大学院大学にすべきだと主張し，第一高等学校が東大に併合されると第一高等
学校長を辞職した。
　　その後，第一次米国教育使節団に協力する日本側教育家委員会，教育刷新委員会，吉
田首相の諮問機関である文教審議会の委員を歴任した。第三次吉田内閣の時，吉田茂自
ら天野の自宅を訪問し，大臣就任を懇請するなどの過程を得て文部大臣に就任した。
　　文部大臣を退任した後は母校である獨協中学・高等学校長に就任し，1953年に中央
教育審議会委員に就任し，1955年から1963年まで，中央教育審議会長として文部行政
を牽引した。
　　1979年入信。1980年，96歳で生涯を閉じた。
２ 貝塚茂樹『戦後道徳教育の再考－天野貞祐とその時代』文化書房博文社　2013　あと
がきp247
３ 天野の発言については次のような社会的反響があった。貝塚茂樹『戦後教育改革と道
徳教育問題』日本図書センター2001　pp.272-282
　　①新聞各紙，これらの見解を社説で取り上げる。反対の表明をしたのは読売新聞の
み。（社会科の趣旨を徹底させることによって道徳教育の目的は達成される。）読
売新聞による世論調査の結果，64％が「復活賛成」
　　②社会科批判，新教育批判「道徳的人間像の描写において脆弱たるを免れない。」勝
部真長，内海巌，石三次郎
　　③修身科復活反対　梅根悟，宮原誠一「文相の論理の根拠を問う。」また，「今日の
社会科だけでは足りない。そこに古い修身の契機が加えられなければならない
と考える場合の修身的契機，即ち，社会科になくて，修身科にだけあるものは何
か。それは結局，『古い修身』－修身の中でのウルトラ・ナショナリズムや封建的
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倫理の部分だけではないのか。」梅根悟「道徳教育とカリキュラム」『カリキュラム』
生活ジャーナル1951年１月号p14
　　④戦後教育のカリキュラム全体の問題を問う。海後宗臣，平野武夫　学校の全教科
を通じて，道徳の教育が実施されているようにカリキュラムを組まなければなら
ない。～戦後のカリキュラムが人倫についての企画を喪失していたことを認める
立場～
４ 上田薫「文部省にて（二）」『上田薫著作集12』黎明書房2005　p200
５ 天野貞祐『国民実践要領』酣燈社1953
６ 『天野貞祐　わたしの生涯から』日本図書センター　2004　pp.22-26
７ 貝塚　前掲書『戦後道徳教育の再考』第一章および第二章より
８ 『今日に生きる倫理』天野貞祐全集　第四巻　日本図書センター　2004　pp.147-148を
もとに
９ 「文部行政二カ年」『天野貞祐　わたしの生涯から』1953　前掲書　pp.241-242
10 小熊英二『〈民主〉と〈愛国〉――戦後日本のナショナリズムと公共性』　新耀社2002　
p357
11 『教育刷新委員会　教育刷新審議会会議録』第五巻　岩波書店　1996　p109
12 天野貞祐『今日に生きる倫理』天野貞祐全集　第四巻　日本図書センター2004　p228
13 田中二郎・辻田力監修　文部省内教育法令研究会著『教育基本法の解説』国立書院
1947　pp.62－63
14 文部省『新しい道徳教育のために』元文部大臣　天野貞祐「道徳教育について」東洋
館出版社　1959年５月　pp.1-15
15 学習指導要領特別の教科道徳編　2015年３月告示『17我が国の伝統と文化の尊重，
国を愛する態度』についての解説より
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